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政府による「原子力災害被害者に対する緊急支援措置について」の 

決定を踏まえた当社の対応について 

 

昨日、政府の「原子力発電所事故経済被害対応チーム関係閣僚会合」において、原子

力損害賠償紛争審査会が公表した「東京電力㈱福島第一、第二原子力発電所事故による

原子力損害の範囲の判定等に関する第一次指針」に記載された農林漁業者の方々が被っ

た損害に関し、当社から当面の必要な資金を速やかにお支払いすることなどについて決

定がなされました。 

 

当社といたしましては、「第一次指針」に基づき、現在具体的なお支払い方法等につ

いて検討を行っているところですが、この政府決定を踏まえ、農林漁業者の方々が被っ

た、対象となる損害について仮払いが実施できるよう、早急に関係箇所と調整を進めて

まいります。 

 

具体的には、５月末頃までに仮払いを開始することを目指し、お支払い手続きが円滑

に進むよう、関係事業者団体等の皆さまに対象となる損害に係わる書類等をとりまとめ

ていただく方向でご協力をお願い申し上げたいと考えております。 

 

そのうえで、当社としては、各団体からいただいた書類等を確認させていただき、ご

請求の一定比率についてお支払いを実施できるよう進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 

また、中小企業者の方々が被った損害に関しましても、政府決定を踏まえ、当社とし

て、円滑な仮払いの実施に向けた仕組みについて、関係団体等のご協力も得つつ、早急

に検討してまいりたいと考えております。 

 

なお、今後、関係箇所との調整を踏まえて具体的な対応が決まりましたら、改めてお

知らせ申し上げます。また、今回の仮払い総額につきましては、その基礎となるご請求

総額を見積もるのが困難なため、現時点ではお示しできません。 
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